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研修テーマに関する法規について

人権教育



１ 道徳教育
人権教育 (1) 人権教育とは

【人権教育及び人権啓発の推進に関する法律】
(2000年)

第二条
この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神

の涵養を目的とする教育活動をいい、人権啓発とは、
国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対
する国民の理解を深めることを目的とする広報その他
の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。



１ 道徳教育
人権教育 (1) 人権教育とは

【人権教育のための国連10年行動計画（一部抜粋）】

（1995～2004年）

人権教育とは、知識と技能の伝達並びに態度の形成
を通じて、人権という普遍的文化を構築することを目
的とする研修、普及及び広報努力。

【人権教育のための世界計画 第１フェーズ（2005～2007）
行動計画】（のち２年延長）

人権教育とは、知識の共有、技術の伝達、及び態度
の形成を通じ、人権という普遍的文化を構築するため
に行う、教育、研修及び情報である。



１ 道徳教育
人権教育 (2)「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」

第一条（目的）
第二条（定義）
第三条（基本理念）
第四条（国の責務）
第五条（地方公共団体の責務）
第六条（国民の責務）
第七条（基本計画の策定）
第八条（年次報告）
第九条（財政上の措置）

【人権教育及び人権啓発の推進に関する法律】
（平成12年12月６日法律第147号）



１ 道徳教育
人権教育 (3) 「人権教育・啓発に関する基本計画」

1 実施主体間の連携と国民に対する多様な機会の提供

2 発達段階等を踏まえた効果的な方法

3 国民の自主性の尊重と教育・啓発における中立性の確保

第３章人権教育・啓発の基本的在り方

【人権教育・啓発に関する基本計画】
（2002（平成14）年）



１ 道徳教育
人権教育 (4)［第一次とりまとめ］から［第三次とりまとめ］

【文部科学省Webサイトより】



１ 道徳教育
人権教育 (4)［第一次とりまとめ］から［第三次とりまとめ］

人権教育の指導方法等の在り方について
［第三次とりまとめ］補足資料

（令和３年３月）



１ 道徳教育
人権教育 (5) 同和問題の解決に向けて

昭和40年８月：「同和対策審議会答申」

昭和44年７月：「同和対策事業特別措置法」

昭和57年４月：「地域改善対策特別措置法」

昭和62年４月：「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の
特別措置に関する法律」

平成８年５月：「地域改善対策協議会意見具申」

平成８年12月：「人権擁護施策推進法」

平成12年12月：「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」



１ 道徳教育
人権教育 (6) 徳島県の人権教育

平成３年５月：「徳島県同和教育基本方針」

平成11年３月：「『人権教育のための国連10年』徳島県行動
計画」 ← 同和教育とともに人権教育も

平成14年３月：「同和問題の解決に向けて（基本方針）」
← 同和問題に関する差別意識解消に向けた

教育・啓発事業を人権教育・啓発に再構築。
同和問題を人権問題の重要な柱として捉え、
積極的に推進。

平成26年３月改訂：「徳島県人権教育推進方針」



１ 道徳教育
人権教育 (7)人権教育及び人権啓発施策

（年次報告）
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第８条に基づき、

前年度において、各府省庁が取り組んだ人権教育・人権啓発
の施策について国会に報告するもの
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